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アフガニスタン・イスラーム共和国
面 積 65万2230km2

人 口 3412万人(2017年7月推計，アメリカCIA)
首 都 カーブル
言 語 ダリー語，パシュトー語，その他
宗 教 イスラーム教

政 体 イスラーム共和国体制，挙国一致政府
元 首 アシュラフ・ガニー大統領

アブドゥッラー・アブドゥッラー行政長官
通 貨 アフガニー(1米ドル＝69.49アフガニー，

2018年2月20日現在)
会計年度 3月21日～3月20日(アフガン暦)
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2017年のアフガニスタン2017年のアフガニスタン

ターリバーンによる攻勢拡大と
「南アジア新戦略」の発表

登
と

利
り

谷
や

正
まさ

人
と

概 況
2017年は前年から続くターリバーンや IS(「イスラーム国」)による攻勢が激化

し，安全管理がきわめて厳しい施設などへの攻撃が相次いだ。1月10日のカンダ
ハール州知事公邸爆弾テロを皮切りに，3月8日のカーブルの軍病院襲撃テロ，
そしてカーブル市内でもっとも警備厳重な大使館が集まる地区において5月31日
に発生した大規模自動車爆弾テロ事件は政府の治安維持能力の欠如を内外に示す
事案となり，挙国一致政府の求心力は急激に低下することとなった。また，ター
リバーンや ISによる軍・警察・政府関連施設を標的にした組織的攻撃が相次ぐ
ようになり，国軍や警察関係者の間での犠牲者は増加の一途をたどっている。
アフガニスタンの不安定化がさらに進行するなかで，ロシアや上海協力機構

(SCO)，イスラーム協力機構(OIC)などが主導する多様な和平協議の場が設けら
れた。一方，挙国一致政府の内部対立はさらに軋轢を増し，事実上トルコに亡命
したドスタム第一副大統領，ヌール・バルフ州知事，モハッケク第二行政副長官
の三者が合同で「アフガニスタン救済連合」の結成を宣言し，ガニー大統領との
対決姿勢を鮮明にした。6月22日には長期間延期されてきた国会・地方議会の選
挙が2018年7月7日に実施されることが独立選挙委員会(IEC)によって発表され
たが，予定どおりに選挙を実施することはきわめて困難な情勢である。
8月21日にはアメリカのトランプ政権が「南アジア新戦略」を発表した。その

内容は，駐留米軍増派，およびパキスタンに対して自国領内に存在するテロリス
トへの断固とした姿勢を強く促すものであった。また，パキスタンやイランから
の難民の大量帰還が続くとともに，2017年は社会と経済の不安定化により全土で
ケシ栽培が急増した。対外関係においては，治安・国境・テロなどあらゆる側面
からパキスタンとの相互の敵対感情はピークに達しつつあるが，両国間，および
周辺国の仲介による緊張緩和の動きもみられた。

590



26_アフガニスタン.mcd  Page 3 18/05/16 12:08  v5.51

国 内 政 治

強まるターリバーンの攻勢とテロ被害の拡大
2014年末の国際治安支援部隊(ISAF)撤退以後，とくに顕著となっているター

リバーンや ISの攻勢とその脅威は2017年に入りより強まった。すでに1月10日
にはターリバーンはカーブルで議会事務局を標的とした自爆テロ攻撃を敢行し37
人の犠牲者を出した。同日カンダハール州知事公邸内部での爆弾テロ事件も発生
し11人以上が死亡する事態となった。このテロではアラブ首長国連邦(UAE)大
使を含む外交官と州知事なども負傷し，翌月16日に大使はこの時の負傷により死
亡した。1月18日にターリバーンは UAE政府に対して関与を否定する声明を発
しているため，犯人は不明である。ISによるテロも多発し，2月7日には最高
裁近くで20人以上が死亡するテロ事件を引き起こした。3月8日のカーブル中心
部に位置するサルダール・ダーウード・ハーン軍病院に対する襲撃事件はとくに
安全対策に万全を期していた軍病院施設に対して，武装勢力が病院関係者による
内部手引きを得るなど周到に計画された可能性が高く，49人以上が死亡し63人が
負傷する甚大な被害をもたらした。さらに4月11日には国防省付近でも自爆テロ
を実行するなど，セキュリティの厳しい政府や軍，外国関連施設などに対するテ
ロを容易に実行するほど攻撃手段の高度化が顕著となっている。さらに衝撃的な
事件が，5月31日のカーブル市内の大使館が集中するもっともセキュリティの厳
しい地区における車両を用いた大規模爆弾テロの発生である。このテロは150人
以上死亡，430人以上負傷の大惨事をもたらし，日本大使館やドイツ大使館など
付近の大使館にも被害が出た。IS，ターリバーンともに犯行声明は出しておらず，
犯人は不明であるが，政府の治安維持能力に対して不満が爆発する結果を招き，
6月2日には1000人規模の反政府デモが発生し，警察との衝突で市民8人が犠牲
となった。この8人には政府高官の息子が含まれていたが，翌日アブドゥッラー
行政長官やラッバーニー外相代理も参列する葬列に対して連続爆弾テロが発生し，
参列者10人以上が死亡するという事件まで発生した。このように，テロが連鎖的
に発生するほどに治安悪化は深刻化している。
IS に対しては，政府や米軍・NATO 軍を中核とする「確固たる支援任務」
(Resolute Support Mission)に従事する駐留外国部隊が連携しつつ対処にあたり，
東部ナンガルハール州の IS拠点に対する空爆を含めた攻勢が強化された。4月
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12日には米軍機が通常兵器では最大級の破壊力を有する大規模爆風爆弾兵器
(MOAB)を投下し，IS戦闘員94人以上を殺害したが，大量破壊兵器を自国領内
で使用したアメリカに対してはカルザイ前大統領などからも強い反発が見られた。
アフガニスタン・パキスタン地域を含む IS「ホラーサーン州」最初の指導者で
あったハーフェズ・サイィド・ハーンは2016年7月に殺害され，2017年には4月
と7月に次々と後継となった指導者らも殺害されており，ISが軍事的圧力を多
大に受けていることは疑いない。ただ，シリア・イラク方面から流入したとみら
れる IS戦闘員も確認されており，東部や北部を中心に ISは一定の勢力を保ち続
けている。12月には国家安全保障局(NDS)に対する2件のテロ攻撃を実行し，同
月28日にはカーブルのシーア派文化センターの入るビルに爆弾テロ攻撃を実行し，
41人以上死亡，80人以上が負傷するという事態を引き起こしていることからも，
ISの脅威は無視できないといえる。

和平に向けた国際的協議枠組みの多様化とアメリカの「南アジア新戦略」
ターリバーンへの対応をめぐってさまざまな変化がみられた。2016年5月の

ターリバーンの前指導者アフタル・マンスール殺害以降，和平協議のための枠組
みであったアメリカ・アフガニスタン・パキスタン・中国による4者調整協議は
中断を余儀なくされたが，約1年半ぶりとなる10月16日にオマーンで再度開催さ
れた。その一方で，他の枠組みによる和平プロセスの模索も始まっている。すで
に2016年12月27日にはロシア主導によるアフガニスタン和平協議がモスクワで開
催された(以下，「モスクワ和平協議」)。年が明けて2017年2月15日には第2回モ
スクワ和平協議が開催され，前回の参加国であったロシア，中国，パキスタンの
3カ国に加え当事者であるアフガニスタン，インド，イランを加えた計6カ国が
参加した。さらに，4月14日には第3回モスクワ和平協議が開催され，前回出席
の6カ国に加えて中央アジア諸国の外交担当者も出席した。しかし，一連のロシ
アによるターリバーンとの和平交渉仲介の積極的な姿勢はロシアの影響力拡大を
懸念するアメリカ側の疑念を招くこととなり，4月24日にトランプ政権閣僚とし
て初めてマティス米国防長官がアフガニスタンを訪問した際にはニコルソン駐留
米軍司令官がロシアによるターリバーンへの武器供与疑惑について公言する事態
も生じている。このため，アメリカは前述の第3回モスクワ和平協議を欠席した。
2017年に入ってからの新たな枠組みとして，OIC主催によって2月27日にサウ

ジアラビアのジェッダで開催された会合と SCOによる協議枠組み再開が挙げら
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れる。6月8日と9日にカザフスタンのアスタナで開催された第17回 SCO首脳
会合では7年ぶりにアフガニスタン問題の協議枠組み再開で合意し，10月11日に
ロシア外務省主催によりモスクワで SCOアフガニスタン和平に関する国際会合
が開催された。参加国は SCO加盟国に加えて，オブザーバーの地位にあるアフ
ガニスタンからも代表団が参加した。すでに次回会合が2018年に中国主催で開催
される予定で，今後の SCOによる関与のあり方についても注目される。12月1
日にはアゼルバイジャンのバクーで第7回「イスタンブール・プロセス・アジア
中核国会議」首脳級会合も開催され，アフガニスタン問題について議論が交わさ
れた。このような新たな国際的協議枠組みの多角化は，アフガニスタン情勢の悪
化に歯止めをかけようとする各国の危機感の表れともいえる。
国内に目を転じると，前年政府との和平協定に合意したイスラーム党のヘクマ

ティヤールが5月4日，約20年ぶりにカーブルに帰還したが，彼は一貫してター
リバーンと政府との仲介役を担う考えを公言している。12月10日にホースト州で
開催した数千人を集めての政治集会においては，テロ組織と認識されているハッ
カーニー・ネットワークも含めた和平協議実施と，ターリバーンへの投票権付与
についても言及している。さらに年の瀬の迫る12月27日には高等和平協議会
(HPC)主催により，全34州から700人以上の宗教関係者を招集した会議が開催さ
れ，ターリバーンへ和平協議に参画するように強く求める決議が発表された。
2017年にはターリバーンはもともとの地盤である南部のみならず北部，中部，

東部など全土の政府関連施設や軍基地，警察施設などへ組織的攻撃を繰り返し，
戦闘は恒常的なものとなっていった。このようななか，8月21日アメリカによる
「南アジア新戦略」がトランプ大統領により発表された。その骨子はアメリカに
よるアフガニスタンへの関与継続と駐留部隊の増派，さらにはパキスタンに対し
厳しい対応を迫るものであったが，この直後ターリバーン報道官がアメリカとの
対決姿勢を鮮明にした。従来からターリバーンは和平交渉の前提条件として駐留
外国部隊の完全撤退を要求する一方，アメリカはターリバーンの武装解除を求め
ているため，両者の主張は平行線をたどり状況は変化していない。9月18日にマ
ティス米国防長官が3000人の兵員増派を明言し11月17日にこの増派兵員の配備が
完了したことで，駐留米軍兵員数は合計で約1万4000人となった。NATOも11
月8・9日に国防相会合を実施し，3000人の増派を決定し合計1万6000人の
NATO軍駐留が決定された。
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挙国一致政府内の対立激化と危ぶまれる選挙実施
アメリカの仲介の下，ガニー大統領とアブドゥッラー行政長官との政治的合意

に基づいて成立した現在の挙国一致政府であるが，2016年9月末に合意期限切れ
となり，すでに2015年6月の段階で国会議員，および地方議会議員の任期切れと
なっており，統治の正統性に重大な疑義が生じるなかで2017年を迎えることと
なった。大統領と行政長官，さらには議会や他の政治勢力などの間での権力闘争
が表面化する状況が継続している。2017年1月第1週目にはマザーリ・シャリー
フを州都とするバルフ州を地盤とし，同州の知事職にあったアター・モハンマ
ド・ヌールとガニー大統領が会談した。ヌールはタジク人主体のイスラーム協会
指導部の一員であることから，ガニー大統領はアブドゥッラー行政長官も所属す
る同協会の影響力削減を意図しヌールに代わる新バルフ州知事の任命を企図した
が，ヌールは知事職に留まり続けたため両者の間で対立関係が生じていた。しか
し，年頭の会談以降ヌールはこれまでの態度を一変させガニー大統領に急速に接
近していった。州知事は大統領により任命されるが，ヌールは長期間知事職を務
めたため，その政治的権力が中央にとって無視できないものであった。そのため，
州知事としての公認を取り消されたが，その後も事実上州知事職に留まり続けて
いた。しかし，大統領との関係改善により，2月20日の大統領令によりヌールが
バルフ州知事に正式任命されたと地方行政独立局が発表した。
一方，ガニー大統領当選に貢献し第一副大統領に起用されたウズベク人が主体

であるイスラーム国民運動党の指導者ドスタムは，2016年11月のアフマド・イ
シュチー元ジョウズジャーン州知事に対する暴行容疑がかけられて以降執務を放
棄していた。本事件の取り調べのためとして1月24日に検事総長が護衛官数人の
逮捕を指令し，2月21日には治安部隊がカーブルのドスタム邸とその周辺を包
囲・封鎖するとともに，容疑者とされたドスタムの護衛官数人を連行した。最終
的に5月19日，ドスタムは病気治療を理由にトルコへと出国するに至った。
各地でターリバーンなどによる攻勢激化と政府の内部対立が深刻化するなか，

6月22日に独立選挙委員会(IEC)は2018年7月7日に国会・地方議会選挙を実施
すると発表した。ただ，そのわずか1週間後の29日にトルコのアンカラにヌール，
ドスタム，さらにはハザーラ人主体の政党であるイスラーム統一党党首にして第
二行政副長官を務めるモハッケクの3人が集まり，3勢力の連携と「アフガニス
タン救済連合」の結成を発表した。もともと，ヌールとドスタムは地盤とする地
域が隣接し，タジク・ウズベクと民族的に異なる軍閥を率いていたために激しく

ターリバーンによる攻勢拡大と「南アジア新戦略」の発表
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対立していた過去をもつ。
しかし，5月末のカーブル
での大規模テロ事件発生に
より，ガニー政権が治安維
持すらも満足に実施できな
いことが明らかになると，
双方が反大統領という点で
一致し協力関係締結に至っ
た。これより，多数派民族
であるパシュトゥーンを支
持基盤とするガニー大統領
と，タジク，ウズベク，ハ
ザーラの主要な少数民族を
支持基盤とする「救済連合」は政敵となり，民族間対立感情の縮図ともいえる状
況が生まれることとなった。一連の政治的混乱は，挙国一致政府内の分裂と求心
力低下を如実に示すこととなった。
このような状況下，7月12日に検事総長事務局はドスタムの護衛官の起訴状を

裁判所に送付したが，14日にドスタム自らは出廷しない意思を明確にした。結局
11月1日の第一審判決において，護衛官7人に対し暴行容疑により禁錮5年の判
決が下された。8月1日に「救済連合」の初会合がマザーリ・シャリーフで行わ
れ，ガニー大統領による権力独占への批判とドスタムの無条件での帰国を求める
議決草案が発せられた。そして10月29日にヌールは政府を批判すると同時に，次
回大統領選挙に立候補する意思を明確にした。活動を活発化させたヌールは11月
29日にドスタムの子息を伴いマザーリ・シャリーフの空港からカンダハールでの
会合に参加するために航空機に搭乗したが，離陸許可を得られず出発を断念する
という事態が生じた。これに関連して12月1日にヌールは SNS上にビデオメッ
セージを投稿し，政府の不当な介入により離陸が不許可になったとして大統領府
を厳しく非難した。
対立関係が激化するなかの12月18日，ついにガニー大統領がヌールのバルフ州

知事職「辞任」を承認したと発表した。これは当然事実上の更迭であるが，20日
にはイスラーム協会首脳評議会がヌールの州知事「解任」を撤回するように政府
に要請する声明を発した。12月30日，ヌールは州知事として州政府高官を集めた

2017年のアフガニスタン

595

アフガニスタン救済連合の初会合が行われた日，マザーリ・シャ
リーフでは反政府デモが行われていた(AA/時事通信フォト)

Yasuko_Nagano
写真削除マーク0531



26_アフガニスタン.mcd  Page 8 18/05/16 12:08  v5.51

会合を実施し，自らが知事の地位にあることを誇示した。これは州知事が中央政
府の統制から離れ，自律的に行動することを意味し，内戦時の軍閥統治時代に逆
戻りする危険をはらんでいるといえよう。このような情勢下，11月15日にはガ
ニー大統領が IECのアフマドザイ委員長を解任する判断を行い，2018年に予定
されている選挙実施に早くも暗雲が漂いはじめている。

経 済

全土で急増するケシ栽培
アフガニスタンは世界有数のケシ生産地として知られ全世界の生産量の約8割

を占めている。薬物対策省と国連薬物・犯罪事務所が共同作成した「アフガニス
タン・ケシ栽培報告2017」が11月15日に公表されたが，それによると，作付面積
は32万8000ヘクタールで前年比63％増(図1)，推定生産量は9000トンと前年比

87％の大幅増となった。
もっとも生産量の多いヘル
マンド州では全耕作地の3
分の1でケシ栽培が行われ，
国全体の作付面積のおよそ
半分を占めている。ナンガ
ルハール州やウルズガーン
州でも全耕作地の4分の1
でケシ栽培が行われている
という結果も公表された。
また，これまで栽培が行わ
れていなかった北部諸州に

おいては飛躍的な栽培拡大が確認できる。たとえばバルフ州では作付面積が前年
比約5倍となっている。このように，全土でケシ栽培の急速な拡大が確認できる。
このうち，ターリバーンがとくに攻勢を強める南部ヘルマンド州のケシ収入は彼ら
の資金源と考えらえていることから，ニコルソン駐留米軍司令官は11月20日に米軍
によるケシ畑を標的にした初めての空爆を実行したと発表した。しかし，経済の低
迷と高い失業率，治安悪化に汚職の蔓延など，政治と社会の不安定が原因となっ
ているケシ栽培拡大という問題の決定的解決策とはなりえないと考えられる。
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チャーバハール港の運用開始とインフラ事業の進展，鉱物資源をめぐる問題
前年アフガニスタン・イラン・インドの3カ国によりイラン・チャーバハール

港開発協定が調印されたが，2017年10月29日にインドからの輸入小麦1万5000ト
ンがグジャラート州カンドラ港を発し，11月1日にチャーバハール港を経由し，
11月11日にニームローズ州の州都ザランジへと到着した。インド製品の自国領内
通過を認めていないパキスタンを迂回した初めての物資到達事例となった。この
新輸送路開拓を受け，11月15日にはアブドゥッラー行政長官がもはやパキスタン
に依存する必要がなくなった点を強調する発言をするなど，大きな期待が寄せら
れた。
治安悪化が深刻化するなかでも，主に首都カーブルを中心としたインフラ整備

事業には一定の進展がみられた。恒常的渋滞緩和のため，1月8日に中国道路・
橋会社副社長と公共事業相がカーブル中心部の道路建設工事契約で合意し，大統
領宮殿で記念式典が挙行された。また，7月30日には USAID・ドイツ開発銀
行・フランス開発機構の三者が共同出資者となり，全体で7200万ドルの資金が投
じられ，1万人以上がその恩恵に浴することになるカーブルでの水道整備事業に
ついての契約もガニー大統領臨席の下で交わされている。電力供給分野について
も，4月以降エネルギー部門連携協定に基づきタジキスタンからの電力輸入が急
増し，11月26日にはアジア開発銀行(ADB)出資による太陽光発電施設建設を経
済省が発表するなど進展がみられる。世界銀行は6月13日にこれらのインフラ整
備に加え，経済支援，さらにはパキスタンからの大量の帰還難民対策資金として
5億2000万ドルの拠出を決定した。その一方で，大きな国庫収入源となることが
期待されている鉱山資源開発についてはほとんど進展が見られない。アフガニス
タンにはラピス・ラズリをはじめリチウム，石炭，銅，レアアースなどの有望な
鉱床が存在しているが，それらの多くはターリバーンの地盤となっている地域に位
置しているため，現在の不安定な治安状況は鉱物資源採掘にとって大きな壁として
立ちはだかっている。逆に，多くの鉱山が位置するバダフシャーン州当局からはラ
ピス・ラズリや金鉱床がターリバーンの資金源になっているという指摘もある。

対 外 関 係

対パキスタン関係
すでに2016年より関係悪化が顕著にみられた対パキスタン関係は2017年に入っ
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ても悪化の一途をたどり，相互非難の応酬が繰り返された。対立の主な原因とし
て，ターリバーンやハッカーニー・ネットワークをパキスタンが支援していると
いう疑惑，国境線をめぐる対立関係，そして難民の大量帰還問題の3つが挙げら
れる。2017年年明け早々の1月10日に起きたカンダハール州知事公邸爆弾テロに
関して，アフガニスタン当局は事件直後からパキスタン三軍統合情報局(ISI)の
関与について言及したため，2016年末にパキスタン軍トップに就任したカマル・
ジャーヴェード・バジュワ陸軍参謀長は1月15日にガニー大統領と電話で会談し，
両国間の情報部門での協力を打診している。ただこの事件の実行犯については，
2月25日にパキスタン南部のクエッタのイスラーム神学校(マドラサ)で教育を受け
ていた点を内務省報道官が明らかにし，アフガニスタン側の不信感を印象づけた。
一方，2月に入るとパキスタン領内でテロ事件が立て続けに発生した。とくに

16日にパキスタン・ターリバーン運動(TTP)の分派がシンド州の聖者廟に対して
実行したテロ事件は90人以上が死亡，300人以上が負傷するという大惨事となっ
た。この事件を受けてパキスタンはアフガニスタンからのテロリスト侵入を防ぐ
との理由で両国間の国境を閉鎖した。この後，パキスタン軍は国境沿いで武装勢
力との交戦を繰り返し，2月23日にはアフガニスタン領内における自国軍による
作戦実施を要請している。国境閉鎖は3月3日からの2日間の一時的な解放期間
をはさんで同月7日に解除されたが，翌日8日にカーブルで発生した軍病院襲撃
テロ事件を受けて9日に再度国境は閉鎖された。国境閉鎖が長期化しつつあった
3月16日，イギリスの仲介によりロンドンにおいてアフガニスタンのアトマル国
家安全保障評議会議長とパキスタンのアジーズ外交問題首相顧問が国境閉鎖の解
除について会談を行った。その結果，20日にパキスタンのシャリーフ首相がアフ
ガニスタンに対して万全のテロ対策を要求しつつ，国境閉鎖の解除を発表した。
このように，武装勢力の越境をめぐる問題への対処としてパキスタンはより厳格
な国境管理徹底を行うことを決定し，3月25日にバジュワ陸軍参謀長が両国国境
線沿いにフェンス構築を開始したと発表を行った。この国境線はイギリス領イン
ドとアフガニスタンとの間で交わされた「デュアランド・ライン」合意と呼称さ
れる合意によって取り決められたが，アフガニスン側はこの国境線を承認してい
ない。したがって，アフガニスタンにとってパキスタン側の主張する国境線に沿
う形でのフェンス設置は両国間の「領土問題」に関わる重要案件に関する一方的
主張に基づく行動にほかならず，両国間の緊張をさらに高めることとなった。し
かし，パキスタン軍は4月26日にアフガニスタン国軍と NDSがインドの情報機
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関・調査分析局(RAW)と協力し越境攻撃を実行していると証言する TTP関係者
の映像を公開し，自らの国境管理方針の正当化に努めた。
関係改善の糸口が見えないなか，4月30日にはパキスタン国会議員代表団が，

5月2日にはモフタール ISI長官がそれぞれカーブルを訪問し，緊張緩和のため
の働き掛けを開始した。ところが，その直後の5月5日にはチャマン国境におい
て両国警備部隊間で戦闘が生じ，15人死亡，80人以上負傷という事態が生じた。
この事件を受けて，チャマン国境は同月27日まで再度閉鎖された。加えて，対立
感情を決定的に高めた事件が5月31日のカーブル大使館地区における大規模テロ
である。背後関係が不明ななかの事件直後，NDS はこのテロ事件はハッカー
ニー・ネットワークが ISIの協力を得て実行したとして，パキスタンを強く非難
する声明を発した。パキスタン首相官邸は6月7日にこのテロ事件を強く非難す
ると同時に，自国に対する根拠のない責任転嫁を批判する声明を発している。
7月28日にパキスタン最高裁はパナマ文書に関連する税金逃れの問題関与によ

り，シャリーフ首相の議員資格を剥奪する裁定を下しシャリーフ首相は即日首相
を辞任した。このような情勢下，8月21日に発表されたアメリカの「南アジア新
戦略」により，パキスタンはアフガニスタンで活動する武装勢力の拠点と処断さ
れ，テロ対策に取り組むようアメリカからの圧力が高まった。実は，「新戦略」
発表以前からアメリカはパキスタン領内における武装勢力拠点の存在に懸念を示
し，その対策を要求していた。年頭1月12日の段階でマティス米国防長官がこの
点に懸念を表明しており，4月17日にはアメリカのマクマスター国家安全保障担
当大統領補佐官が初めてパキスタンを訪問し，シャリーフ首相やバジュワ陸軍参
謀長に対しテロ対策の拡充を強く要請している。いずれにしても「新戦略」発表
を受けて，8月24日にはアバーシー首相がアメリカによる疑惑を強く否定する声
明を発し，30日にはパキスタン国会がアメリカの「新戦略」を非難するとともに，
トランプ大統領とニコルソン駐留米軍司令官によるパキスタンに対する発言を
「敵意と脅し」とみなす決議を採択した。パキスタン側からの反発を受けてもア
メリカの強圧的姿勢は変化することなく，翌31日にアメリカ国務省はパキスタン
がテロ根絶になんらかの成果を上げるまで，援助金2億5500万ドルの拠出を留保
する発表を行った。このように対米関係が悪化するなかの9月21日にアバーシー
首相は国連総会の場で演説し，改めてアメリカの「新戦略」を批判しつつ，地域
における中国の経済的役割拡大を賞賛する発言を行った。
対米関係が冷え込むなか，10月1日にバジュワ陸軍参謀長とモフタール ISI長
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官が5カ月ぶりにカーブルを訪問し，ガニー大統領と関係改善のための協議を
行った。この時の協議に基づき，11月25日にパキスタンは両国関係改善に向けて
「建設的かつ意義ある」関与のための「アフガニスタン・パキスタン団結のため
の行動計画」を提案した。さらに，12月14日にパキスタン外務省は両国間でおの
おのの軍司令部に連絡将校を配置することで合意に至ったことを発表した。また
中国の仲介により12月26日に北京でラッバーニー外相代理，アーセフ外相，王毅
外相の3カ国外相会談が行われ，「アフガニスタン・パキスタン団結のための行
動計画」に基づき政治・経済・軍事・情報共有・パキスタン国内のアフガン難民
関連の5つの問題に対処するグループ形成と，ターリバーンの和平プロセス参加
を求める点で合意し，2018年前半に再び3カ国会談を実施することも決定された。
アフガニスタン・パキスタン関係は改善には程遠い状況であるが，緊張緩和に向
けた方策に一定の進展がみられた。他方，アメリカは11月28日にニコルソン駐留
米軍司令官が ISIとハッカーニー・ネットワークとの関係や，パキスタン領内に
おけるテロ組織拠点存在に関する疑惑を国防総省へのビデオ会議で報告し，12月
4日にマティス米国防長官がパキスタンを訪問しアバーシー首相・バジュワ陸軍
参謀長と会談した際にも徹底したテロ対策を取るよう促すなど，パキスタン・ア
メリカ関係は険悪な状況が続いている。
ところで，パキスタンが受け入れていたアフガニスタン難民の大量帰還も両国

関係に大きな影を落としている。2月13日にヒューマン・ライツ・ウォッチは
2016年の後半だけで登録・無登録の難民合わせて56万人以上のアフガニスタン人
を強制帰還させたとしてパキスタン政府を非難する声明を発表した。4月以降は
1日平均1000人以上が帰還しているとの観測もあり，国際社会による支援の動き
もみられるが，難民大量帰還による影響は今後も継続するものとみられる。

対イラン関係
パキスタンとの関係が悪化するなか，イランは政治的・経済的に重要な位置を

占めるに至っている。政治的には1月29日に国連アフガニスタン支援ミッション
(UNAMA)の山本忠通代表とザリーフ外相がテヘランで会談し，挙国一致政府と
国連の関与への支持を明言した。さらに，国際的な和平協議枠組みにおいても，
ロシア主導のモスクワ和平協議，アフガニスタン主導のカーブル・プロセスのメ
ンバーとなっている。イランは対ソ連戦争から内戦時にイスラーム教シーア派が
多数を占めるハザーラ人組織を支援したが，現在もイスラーム統一党党首である
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モハッケク第二行政副長官との間で密接な関係を維持している。しかし，11月26
日にテヘランで開催された国際会議に招待されたモハッケクはこの際の演説で，
イランがアフガニスタンを含めた各国から集めたシーア派の人々をシリアでの対
IS 戦争に動員したことに感謝する発言を行った。この演説の動画や音声がメ
ディアや SNS上で拡散し，国内で批判が集中するという事態も生じた。
他方経済的には，アフガニスタン商工会議所が4月9日に発表した2016年の輸

入貿易取引額において，イランは約18億ドルと前年に引き続き第1位となった。
また，前述のようにチャーバハール港を経由した貿易も開始され，アフガニスタ
ンにとっての他国・他地域との窓口としてより重要性を増すことになると考えら
れ，アフガニスタン側の期待も非常に高い。しかし，イランからも大量のアフガ
ニスタン難民の帰還の動きがみられる。1月11日に国連移民局は年始からの1週
間のみで数千人の不法難民が帰還したと発表したが，5月21日には年始からの帰
還難民数が13万人を超えたと報道された。そのほか，両国間の懸案としてヘルマ
ンド川の水管理問題が挙げられる。アフガニスタンでは各地で国際社会によるイ
ンフラ整備支援の一環としてダム建設事業が進められており，2016年にも西部ヘ
ラート州でインドの支援を得てサルマー・ダムが落成した。さらに，2017年には
西部ニームローズ州にてカマール・ハーン・ダムの建設が進められているが，こ
のダムはヘルマンド川から取水することになるため，下流に位置するイラン領内
の水利に多大な影響を及ぼすことが想定されている。このことを懸念するイラン
は，7月3日にロウハーニー大統領がダム建設事業に懸念を表明した。これを受
けて，7月7日にヘルマンド州の州都ラシュカルガーフで数百人規模の反イラン
デモが発生した。ヘルマンド川の水利をめぐって，アフガニスタンとイランは対
立した過去をもつため，今後の推移が注目される。

対インド関係
インドは政治的にも経済的にもアフガニスタンにとって最大の友好国といえる。

さらに，国際的な枠組みにおいてもロシア主導によるモスクワ和平協議では2017
年2月の第2回和平協議から参加国となり，2017年6月9日にインドはアスタナ
での SCO首脳会合においてパキスタンとともに SCOの正式加盟国となったため，
SCOによるアフガニスタン問題に関する協議でも影響力を発揮している。アメ
リカとの関係においても，トランプ政権発足に伴い新たなアフガニスタン政策が
模索されるなかの4月17日にマクマスター国家安全保障担当大統領補佐官がイン
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ドを訪問し，アフガニスタン情勢についてモディ首相と会談を行っている。さら
に，アメリカの「新戦略」発表後となる9月8日にアメリカのアリス・ウェルズ
南アジア・中央アジア問題担当国務副長官代理が，インドはアフガニスタン安定
に向けた適切な関心と経済的投資を行っていると評価する談話を発表し，アメリ
カはパキスタンとは対照的にインドによるアフガニスタンに対する積極的関与へ
の期待感を示した。
アフガニスタンとの二国間関係では，10月24日にガニー大統領がインドを公式

訪問し，モディ首相・コーヴィンド大統領と会談するなど，友好的関係は変わっ
ていない。そして，前述のように，10月29日には初めてインドの小麦がチャーバ
ハール港を経由してアフガニスタンへ輸入された。2016年にアフガニスタン・イ
ラン・インド3カ国で調印されたチャーバハール港開発協定に基づきインドは港
での建設事業を進めており，3月10日にインド当局は2018年中に建設の第1段階
が完了する見込みである発表を行った。今後の海路を通じた貿易拡大には期待が
集まっている。人的交流においては，アフガニスタン人女性将校数十人がイン
ド・チェンナイの士官学校で軍事訓練を受けるということも実施されている。ま
た，2016年末の第6回「イスタンブール・プロセス・アジア中核国会議」に合わ
せて行われた首脳会談において航空輸送便拡充について合意したが，2017年12月
27日にはカーブルとムンバイとの間で航空路の運用が開始され，農産物を中心と
したアフガニスタンからの輸出拡大が期待されている。

対中国関係
中国は政治・経済ともに密接な関係を有し，国際的枠組みにおいてもアフガニ

スタンに対して積極的関与を続けた。ロシア主導によるモスクワ和平協議，4者
調整協議，カーブル・プロセス，SCOによる枠組みのすべてに参画しているた
め，アフガニスタン和平に向けた国際協力体制において多大な影響力を有すると
いえる。両国関係においては，6月8日にアスタナでの SCO首脳会合に合わせ
て，ガニー大統領と習近平国家主席が会談を行い，一帯一路構想に基づく形で相
互協力関係を強化していくことで合意した。また，国境閉鎖やテロリストをめぐ
り対立が先鋭化したパキスタンとの緊張緩和に努めており，6月24日には王毅外
相がアフガニスタンを訪問しガニー大統領と会談を行い，両国間の仲介役を担う
意思があることを明確にしている。そのため，前述のとおり12月26日にはアフガ
ニスタン・パキスタン関係改善のための仲介役を務め，アフガニスタン・中国・

ターリバーンによる攻勢拡大と「南アジア新戦略」の発表
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パキスタンの3カ国外相会談を実現した。

2018年の課題
ターリバーンの勢力は全土に広がり，逆に政府の支配領域は縮小の一途をた

どっている。ISに対しても数百回に及ぶ空爆を含めた激しい攻撃が続けられて
いるが，その勢力は各地に広がりつつあり，現状国土全体が戦乱状態寸前にある
といえる。その一方でターリバーンと政府間との和平交渉はまったく進展してい
ない。治安回復と社会的・経済的安定のためには，現在の戦乱状況をいち早く収
束させることが不可欠であるが，アメリカ・トランプ政権による「南アジア新戦
略」は，武力により反体制派を封じ込めたうえで和平交渉に臨むということが前
提となっている。これに対し，ターリバーンは外国駐留部隊の完全撤退を和平交
渉開始の前提条件であることを終始主張している。さらに，ターリバーンに強い
影響力を有するパキスタンとアフガニスタン間での関係悪化と「新戦略」におい
てアメリカがパキスタンの姿勢を厳しく糾弾したことで，このまま事態が推移し
ても，ターリバーンとの直接和平交渉が実現する可能性はきわめて低いといわざ
るをえない。UNAMAが2018年2月15日に公表した2017年の年次報告書による
と2017年の民間人死傷者数は合計1万452人(死者3438人，負傷者7015人)で前年
比9％減となった。しかし，2016年は死傷者数が過去最大を記録した年であった
点を考慮すると民間人死傷者数の微減はターリバーンなどによる脅威が減退した
ことを意味するものではない。政治的安定と治安改善，さらには安定した経済成
長を促すためにも，一刻も早いターリバーンとの和平交渉開始が望まれる。その
ための糸口としてターリバーンに対して一定の影響力を有するパキスタンとの関
係改善は急務である。
また，2018年10月20日に国会・地方双方での議会選挙が予定されているが

(2018年4月1日に選挙管理委員会が選挙日程の7月7日からの変更を正式発表)，
現在の治安と挙国一致政府内部対立の双方に鑑みて日程どおり公正な形で選挙が
実施される可能性はきわめて低いといわざるをえない。選挙実施やその結果に重
大な疑義が呈されることになれば現行の政治体制維持すらも危惧されるため，
2018年はアフガニスタンにとって正念場といえよう。

(上智大学グローバル・スタディーズ研究科特別研究員)

2017年のアフガニスタン
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重要日誌 アフガニスタン 2017年
1月3日

▲

ヘラートでシーア派への攻撃に反
対する約3000人による反 IS(「イスラーム
国」)大規模デモ発生。
8日

▲

中国道路・橋会社副社長と公共事業
相がカーブル中心部の道路建設工事契約で合
意し，大統領宮殿で記念式典を挙行。
9日

▲

内務省高官に対し汚職対策犯罪公正
センターの第一審で懲役14年の判決。
10日

▲

カンダハール州知事公邸に爆弾テロ
攻撃。UAE大使や政府高官なども死傷。

▲

カーブルで議会事務局を標的とした自爆
テロ発生。37人死亡，98人以上負傷。
12日

▲

前年11月にクンドゥズ州での空爆に
おいて民間人33人が死亡，27人以上が負傷し
たとの調査結果を米軍が公表。

▲

マティス米国防長官はターリバーンがパ
キスタンの領域をアフガニスタン攻撃のため
に利用していると発言。
15日

▲

ガニー大統領とパキスタンのバジュ
ワ陸軍参謀長が電話会談。
18日

▲
ターリバーンが UEA 政府に対し，

カンダハール州知事公邸でのテロ事件に関与
を強く否定する声明発信。
20日

▲

ダボス会議(世界経済フォーラム)閉
会式典にて国立音楽院女学生たちが演奏。
21日

▲

高等和平協議会議長ピール・サイィ
ド・アフマド・ギーラーニーが84歳で死去。
24日

▲

検事総長がドスタム第一副大統領の
護衛官9人の逮捕を指令。

▲

ターリバーンがウェブサイト上でトラン
プ大統領宛の公開書簡発し，撤退を要求。
2月3日

▲

国連安全保障理事会制裁委員会が
ヘクマティヤールを指定テロリストから除外。
7日

▲

最高裁付近での自爆テロ攻撃により
20人以上死亡。ISが犯行声明。
9日

▲

赤十字国際委員会が ISによるメン

バー殺害事件を受け，活動一時中止を発表。
11日

▲

ナンガルハール州で米軍と共同での
対 IS大規模軍事作戦開始と発表。
13日

▲

ヒューマン・ライツ・ウォッチは
2016年後半だけでパキスタンが約56万人以上
の難民を強制帰還させたとして懸念を表明。
15日

▲

モスクワでロシア主導による第2回
アフガニスタン和平協議が開催。
16日

▲
パキスタン・シンド州の聖者廟にテ

ロ攻撃。90人以上死亡，負傷者300人以上。
▲

UAE大使が1月のカンダハールでの爆
弾テロ事件での負傷により死亡。
20日

▲

大統領令により，アター・モハンマ
ド・ヌールがバルフ州知事に正式任命。
21日

▲

治安部隊がドスタム第一副大統領邸
宅を包囲・接収し，護衛官7人を連行。
27日

▲

イスラーム協力機構がアフガニスタ
ン和平に関する会合をジェッダで開催。
3月3日

▲

パキスタンがトルハムとチャマン
の国境を2日間のみ一時的に開放。
8日

▲

カーブルの軍病院にテロリストが侵
入しテロ攻撃。49人以上死亡，63人負傷。
9日

▲

パキスタンが国境を再閉鎖。
16日

▲

ロンドンでアトマル国家安全保障評
議会議長とパキスタンのアジーズ外交問題首
相顧問が国境閉鎖解除について議論。
20日

▲

パキスタンがすべての国境を開放。
25日

▲

パキスタンのバジュワ陸軍参謀長が
国境沿いにフェンス建設開始を発表。
26日

▲

宅地整備に関する公共事業省内大規
模汚職事件の第二審公判で有罪判決。
31日

▲

マティス米国防長官がロシアによる
アフガニスタンへの関与とターリバーンへの
支援に懸念を表明。
4月3日

▲

ガニー大統領のオーストラリア訪
問に合わせ，キャンベラでアフガニスタン人
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によるハザーラ差別に反対する大規模デモ。
5日

▲

ガニー大統領が2日間の予定でイン
ドネシアを訪問し，ジョコ大統領と会談。
6日

▲

ガニー大統領がアフガニスタン元首
としてシンガポールを初めて訪問し，リー・
シェンロン首相と会談。
12日

▲

米軍がナンガルハール州の IS拠点
に大規模爆風爆弾兵器(MOAB)爆弾を投下し，
94人が死亡。
14日

▲

モスクワでロシア主導による第3回
アフガニスタン和平協議が開催。
17日

▲

マクマスター米国家安全保障担当大
統領補佐官がパキスタンを初めて訪問し，
シャリーフ首相やバジュワ陸軍参謀長と会談。
21日

▲

ターリバーンがマザーリ・シャリー
フの国軍基地を襲撃し，140人以上が死亡，
160人以上負傷。
24日

▲

マティス米国防長官がトランプ政権
閣僚として初めてアフガニスタンを訪問。

▲

21日の国軍基地襲撃を受けて国防相，国
軍司令官が辞任。
28日

▲
アメリカ国防総省は ISホラーサー

ン州指導者のアブドゥル・ハスィーブを殺害
と発表。
30日

▲

パキスタンの国会議員15人がカーブ
ルを訪問し，ガニー大統領らと会談。
5月2日

▲

パキスタンのナビード・モフター
ル・パキスタン三軍統合情報局(ISI)長官がカー
ブル訪問。スターネクザイNDS長官と会談。
4日

▲

ヘクマティヤールがカーブルに帰還
し，大統領宮殿での歓迎式典の演説でターリ
バーンとの和平協議を仲介する意思を明言。
5日

▲

カーブルで市民数百人が反ヘクマ
ティヤールのデモを実施。

▲

南部のチャマン国境でアフガニスタン・
パキスタンの国境警備部隊間で交戦。
19日

▲

ドスタム第一副大統領が病気治療を

理由にトルコへ出国。
21日

▲

初の女性向けテレビチャンネル・ザ
ン TVが放送開始。
31日

▲

カーブルの大使館地区において車両
を用いた大規模爆弾テロ事件が発生し，150
人以上死亡，430人以上負傷。
6月2日

▲

テロ事件を受けた大規模反政府デ
モが発生。警察との衝突で市民8人が死亡。
3日

▲
前日のデモ犠牲者の葬列に対する爆

弾テロにより10人以上が死亡。
5日

▲

ラッバーニー外相代理が記者会見に
おいて治安部門関係者の辞任を要求。
6日

▲

カーブルでアフガニスタン和平のた
めのカーブル・プロセス国際会議が開催。

▲

イスラーム協会党がアトマル安全保障評
議会議長ら治安部門担当者辞任を強く要求。
7日

▲

パキスタン首相官邸がカーブルでの
テロ事件と自国への責任転嫁を非難する声明。
8日

▲

第17回上海協力機構首脳会合が2日
間の日程でカザフスタンのアスタナで開催さ
れ，ガニー大統領が習近平・中国国家主席と
会談。
9日

▲

ガニー大統領がパキスタンのシャ
リーフ首相とアスタナで会談。
11日

▲

ハッカーニー・ネットワーク指導者
が5月末のカーブルでのテロ事件など3件の
テロ攻撃への関与を否定する声明を発信。

▲

大統領府がカーブル警察長官とカーブル
防衛隊司令官の2人更迭を発表。
22日

▲

独立選挙委員会が国会議員選挙と地
方議会選挙を2018年7月7日実施と発表。
23日

▲

ターリバーン指導者アーホンドザー
ダがアメリカの増派計画を批判する声明。
24日

▲

中国の王毅外相がアフガニスタンを
訪問し，ガニー大統領と会談。
29日

▲

トルコ・アンカラに主要3政党指導
者のドスタム，ヌール，モハッケクが集まり，

アフガニスタン
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「アフガニスタン救済連合」の結成を発表。
7月6日

▲

タジキスタンのドシャンベでガ
ニー大統領，シャリーフ首相，ラフモン大統
領が会談。
7日

▲

クンドゥズ州で民間自警団同士によ
る戦闘が発生。

▲

ヘルマンド州州都ラシュカルガーフで市
民数百人による反イランデモ。
10日

▲

米軍の空爆で IS 指導者のアブー・
サイィドが死亡。
12日

▲

検事総長事務局がドスタム第一副大
統領の起訴状を裁判所に送付と発表。
14日

▲

ドスタム第一副大統領の側近が副大
統領は裁判所に出廷しないことを明言。
16日

▲

ヌール・バルフ州知事がガニー大統
領による権力独占を批判。
22日

▲

国境なき医師団が米軍誤爆事件以来
約2年ぶりにクリニック再開を発表。

▲

ターリバーン報道官が最高指導者の息子
が自爆テロ攻撃実行で死亡と発表。
25日

▲

ガニー大統領が一部の閣僚と重要ポ
ストを任命。
28日

▲
パキスタン最高裁がパナマ文書に関

連する疑惑に基づきシャリーフ首相の議員資
格剥奪する判決を下し首相が即時辞任発表。
31日

▲

ISがカーブルのイラク大使館襲撃。
8月1日

▲

アフガニスタン救済連合がマザー
リ・シャリーフで初会合を実施。

▲

ヘラートのシーア派モスク前でテロ事件
発生。33人以上死亡，60人以上負傷
5日

▲

ヘクマティヤールが記者会見で次回
の議会選挙への参加などについて発表。
6日

▲

サレポル州のハザーラ人が大多数を
占める集落を IS・ターリバーン混成の武装
組織が襲撃し，60人以上を虐殺。
21日

▲

トランプ大統領がアメリカによる
「南アジア新戦略」を発表。

25日

▲

カーブルのシーア派モスクに対する
テロ攻撃で28人以上死亡，50人以上負傷。
30日

▲

アメリカ国防総省が現在の駐留米軍
数について1万1000人程度と修正する発表。

▲

パキスタン国会がアメリカの新戦略を自
国への「敵意と脅し」とする非難決議を採択。
31日

▲

アメリカ国務省がパキスタンへの支
援金2億5500万㌦の拠出留保を発表。
9月3日

▲
駐留米軍・NATO 軍はアフガン

空軍拡充のため70億㌦拠出を発表。
7日

▲

カーブルでロヒンギャに対する迫害
を非難する数百人規模のデモ。
10日

▲

アメリカの研究者ナンシー・ハッ
チ・デュプリが90歳でカーブルにて死去。

▲

アブドゥッラー行政長官がバルフ州を訪
問し，ヌール州知事と会談。
12日

▲

パキスタンのアバーシー首相がアフ
ガニスタン・パキスタン両国共同による国境
警備と国境検問所設置を提案。
18日

▲

マティス米国防長官が3000人増派を
正式発表。

▲

空軍がアメリカ製攻撃ヘリを初めて配備。
19日

▲

ガニー大統領が国連総会で演説。
27日

▲

マティス米国防長官とストールテンベ
ルグNATO事務総長がカーブルを電撃訪問。

▲

カーブル空港をターリバーンが襲撃。
10月1日

▲

ガニー大統領が大統領宮殿におい
てパキスタンのバジュワ陸軍参謀長・モフ
タール ISI長官と両国間関係について協議。
6日

▲

カーブルで米軍侵攻16年を前に市民
が外国部隊撤退を求めるデモ行進。
10日

▲

国際赤十字委員会がアフガニスタン
での活動を大幅縮小と発表。
11日

▲

モスクワで上海協力機構によるアフ
ガニスタン和平国際会合が開催。
15日

▲

アジアインフラ投資銀行(AIIB)の
恒久メンバーの地位を獲得と経済省が発表。

2017年 重要日誌

606



26_アフガニスタン.mcd  Page 19 18/05/16 12:08  v5.51

16日

▲

オマーンでターリバーンとの和平協
議再開に向けた4者調整協議開催。
23日

▲

ティラーソン米国務長官がアフガニ
スタンを電撃訪問し，ガニー大統領と会談。
24日

▲

ガニー大統領がインドを公式訪問し，
モディ首相らと会談。

▲

ティラーソン米国務長官がイスラマバー
ドでアバーシー首相らと会談。
29日

▲

インドがイラン・チャーバハール港
を経由してのアフガニスタンとの貿易を開始。

▲

ヌール・バルフ州知事が挙国一致政府を
非難し，次回大統領選挙への出馬意思を明言。
11月1日

▲

アフガニスタンの NGO 団体が
ターリバーンと社会的影響力を有する民間人
との会合を開催予定と発表。

▲

ドスタム第一副大統領の護衛官7人に対
し第一審で禁錮5年の判決。
4日

▲

政府が治安維持を理由に WhatsApp

(ワッツアップ)と Telegram(テレグラム)の
アプリ使用禁止を決定。市民は反発。
6日

▲

カーブルで米軍侵攻16年を前に市民
が外国部隊撤退を求めるデモ行進。
9日

▲
ブリュッセルの NATO国防相会合

において約3000人の増派を決定。
11日

▲

チャーバハール港経由で輸入のイン
ドの小麦がニームローズ州ザランジに到着。
15日

▲

薬物対策省と国連薬物・犯罪事務所
がケシ栽培が前年比87％急増と発表。

▲

ガニー大統領が独立選挙委員会のナジー
ブッラー・アフマドザイ委員長を解任。
17日

▲

アメリカ国防総省が増派兵員3000配
備と発表。駐留米軍総数は約1万4000人。
20日

▲

ニコルソン駐留米軍司令官が初めて
ケシ畑を標的とした空爆実施と発表。

▲

ハーグの国際刑事裁判所がアフガニスタ
ンにおける戦争犯罪の包括的調査を要求。
25日

▲

新たな閣僚候補者12人の名簿を議会

に提出。
29日

▲

カム・エアーがウズベキスタンのタ
シュケントとの間で定期便運行を開始。

▲

カンダハールへ向かうヌール・バルフ州
知事ら搭乗する航空機の離陸が差し止め。
12月1日

▲

ヌール・バルフ州知事が航空機離
陸の阻止に関与したとして大統領府を非難。

▲

アゼルバイジャンのバクーで第7回「イ
スタンブール・プロセス・アジア中核国会
議」閣僚級会合が開催。
4日

▲

マティス米国防長官がパキスタンを
訪問し，アバーシー首相・バジュワ陸軍参謀
長と会談。
8日

▲

アフガニスタン各地でエルサレムへ
の大使館移転に抗議する反米デモ発生。
10日

▲

ヘクマティヤールがホースト州で数
千人規模の大規模政治集会を開催。
14日

▲

アフガニスタン・パキスタン両国
各々の軍司令部に連絡将校配置で合意。
18日

▲

大統領府はヌール・バルフ州知事に
よる知事職「辞任」を承認と発表。
20日

▲

イスラーム協会首脳評議会が政府に
対してヌールの州知事「解任」撤回を要請。
25日

▲

NDS本部入り口付近で ISがテロ攻
撃。市民6人が死亡。
26日

▲

北京でアフガニスタン・中国・パキ
スタンの3カ国外相が会談。
27日

▲

カーブル＝ムンバイ間での航空路が
運用開始。

▲

高等和平評議会主催で全州から700人以
上の宗教指導者出席による会議開催。
28日

▲

カーブルのシーア派文化センターの
入るビルに ISが爆弾テロ攻撃。41人以上死
亡，80人以上が負傷。
30日

▲

州知事を事実上更迭されたヌールが
バルフ州知事として州政府高官たちとの会合
を主催。
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参考資料 アフガニスタン 2017年
●໐1 国家機構図(2018年2月末現在)

●໐2 内閣閣僚(2018年2月10日現在)
大統領 Ashraf Ghani

行政長官 Abdullah Abdullah

第一副大統領 Abdul Rashid Dostum

第二副大統領 Mohammad Sarwar Danish

第一行政副長官
Khyal Mohammad Mohammad Khan

第二行政副長官 Mohammad Mohaqqeq

外務相(代理) Salahuddin Rabbani

内務相 Wais Barmak

国防相 Tariq Shah Bahrami

財務相 Eklil Ahmad Hakimi

教育相 Mohammad Ibrahim Shinwari

エネルギー･水問題相 Ali Ahmad Osmani

司法相 Abdul Basir Anwar

巡礼･イスラーム担当相
Faiz Mohammad Osmani
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経済相 Mustafa Mastoor

農村復興・開発相 Mujiburrahman Karimi

労働･社会問題･殉教者･障害者相
Faizullah Zaki

薬物対策相 Salamat Azimi

文化情報相 Abdul Bari Jahani

鉱物・石油相(代理) Nargis Nehan

農業・灌漑・畜産相 Naseer Ahmad Durrani

商業･産業相 Homayoun Rasa

公共事業相 Yama Yari

国境･部族問題担当相
Mohammad Shafiq Gul Agha Sherzai

難民・帰還問題担当相
Sayed Hussain Alemi Balkhi

高等教育相 Najibullah Khwajah Omari

公衆衛生相 Ferozuddin Feroz

住宅・都市開発相 Sayed Mansur Naderi

女性問題担当相 Delbar Nazari

運輸・民間航空相 Mohammad Hamid Tahmasi

通信・情報技術相 Shahzad Gul Ayoubi

国家安全保障局長官
Mohammed Masoom Stanekzai

国家安全保障評議会議長
Mohammad Hanif Atmar

検事総長 Mohammad Farid Hamidi

(出所) 各省庁のウェブサイトを参考に筆者作
成。

●໐3 州知事(2018年2月10日現在)
ウルズガーン州 Mohammad Nazir Kharoti

カーピサー州 Abdul Latif Morad
＊

カーブル州 Mohammad Yaqub Haidari
＊

ガズニー州 Abdul Karim Mateen

カンダハール州 Zalmai Waisa
＊

クナール州 Wahidullah Kalimzai

クンドゥズ州 Abdul Jabbar Naimi
＊

ゴール州 Ghulam Naser Khaze

ザーブル州 Khiyal Mohammad Hoseini
＊

サマンガン州 Abdul Karim Khodam
＊

サレポル州 Mohammad Zahir Wahdat

ジョウズジャーン州 Lutfullah Azizi

ダーイクンディ州 Mohammad Baligh
＊

タハール州 Fazulullah Mujaddidi
＊

ナンガルハール州
Mohammad Gholab Mangal

＊

ニームルーズ州 Mohammad Samiullah

ヌーリスターン州 Abdul Qayyum Hafiz

バードギース州 Jamaluddin Ishaq

バーミヤーン州 Mohammad Tahir Zahir

パクティアー州 Shamim Khan Katwazai
＊

パクティカー州 Ilyas Wahdat

バグラン州 Abdul Hai Niamati
＊

バダフシャーン州 Ahmad Faisal Begzad

バルフ州 Atta Mohammad Noor
1)

パルワン州 Fazuluddin Aiyal
＊

パンジュシール州 Kamaluddin Nizami
＊

ファーリヤーブ州
Mohammad Homayun Fouzi

＊

ファラーフ州 Basir Salangi
＊

ヘラート州 Mohammad Asif Rahimi

ヘルマンド州 Hayatullah Hayat

ホースト州 Hukam Khan Habibi

ラグマン州 Mohammad Asif Nang
＊

ローガル州 Anwar Khan Ishaqzai
＊

ワルダク州 Zendah Gul Khan Zamani
＊

(注) ＊はこの1年間に新たに着任した州知事
である。この1年間にも18州で知事が交代し
た。
1) 2017年12月18日にガニー大統領により
州知事職を事実上罷免されたが，2018年2月
の時点でもその職責に留まっている。

(出所) 各種報道やウェブサイトを参考に筆者
作成。
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主要統計 アフガニスタン 2017年
1 基礎統計

2013/14 2014/15 2015/16 2016/17
国 内定住者推計人口(100万人) 26.023 26.556 27.101 27.657
男 性 推 計 人 口(同上) 13.312 13.585 13.236 14.150
女 性 推 計 人 口(同上) 12.711 12.970 13.865 13.507
消 費 者 物 価 上 昇 率(％) 5.6 -0.7 3.8 7.2
為替レート(1ドル＝アフガニー)1) 56.42 57.37 63.80 67.41
(注) 1)為替レートはカーブル自由市場の年平均値。
(出所) Central Statistics Organization, Afghanistan Statistical Yearbook 2016-17; CSOウェブサイト。

2 産業別国内総生産(実質価格)1) (単位：100万アフガニー)
2013/14 2014/15 2015/16 2016/172)

農 業 118,257 122,681 102,003 114,632
工 業 114,540 117,298 122,619 120,306
鉱 業 ・ 採 石 3,724 3,644 3,356 3,703
製 造 業 51,728 50,439 50,964 51,469
食 料 ・ 飲 料 ・ タ バ コ 47,883 48,230 48,941 49,482
建 設 業 58,869 62,990 68,077 64,903
サ ー ビ ス 業 246,017 255,977 259,605 265,736
国 内 総 生 産(GDP) 478,814 495,957 484,227 500,674
(注) 1)2002/03年度を基準とした実質価格。2)2016/17年度は一部推計値。
(出所) 表1に同じ。

3 国家財政 (単位：100万アフガニー)
2012/13 2013/14 2014/15 2015/16 2016/17

支 出 総 額 265,320.7 348,244.0 456,312.3 434,278.0 455,549.1
経 常 支 出 157,970.6 206,585.0 288,739.6 271,011.3 293,288.9
開 発 支 出 107,350.1 141,659.0 167,572.7 163,266.7 162,260.2
国 内 収 入 87,911.0 123,000.0 133,837.0 125,513.0 143,673.2
税 収 72,101.0 92,001.0 105,144.0 93,990.3 101,734.5
そ の 他 15,810.0 30,999.0 28,693.0 31,522.7 41,938.7
国 際 支 援 150,426.9 215,005.1 300,169.2 300,209.7 302,025.1
贈 与 146,754.8 212,168.1 297,408.9 296,560.6 294,266.1
借 入 3,672.1 2,837.0 2,760.3 3,649.1 7,759.0
(出所) 表1に同じ。
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